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各  位 

会 社 名 株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク 
代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 戸 井 田  和 彦 

（コード番号：7215、東証第一部） 
問 合 わ せ 先 取締役常務執行役員員 加 藤  浩 

TEL. 044-520-0290 
 

 

「内部統制システム整備に関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

   
当社は、平成 27 年５月 28 日開催の取締役会において、下記のとおり、「内部統制システム整備に関す

る基本方針」の一部改正を決議しましたので、お知らせ致します。 

 

記 

 
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保するための体制 
 
当社は、社会の一員として法令及び定款に適合した公正、透明かつ効率的な事業活動を推進し社会的

責任を果たす。 
 

（１）取締役会を取締役会規則に基づき１ヶ月に１回以上開催し、重要な業務執行について審議、決定
すると共に、取締役から業務執行状況の報告を受ける事などにより取締役の職務の執行を監督する。 

（２）常勤取締役、執行役員を主たるメンバーとした Corporate Officers Meeting (COM)を週１回開催
し、経営課題の共有と重要案件の協議並びに進捗確認を行う。 

（３）リスク管理活動の円滑な実践とリスク情報の共有を目的として、代表取締役、リスク管理担当 
役員並びに各部門のリスク管理責任者をメンバーとしたリスク管理委員会を設ける。 

（４）法令遵守の基本方針並びに遵守事項の徹底を図ることを目的に代表取締役、コンプライアンス 
担当役員並び各部門のコンプライアンス責任者をメンバーとしたコンプライアンス委員会を設ける。 

（５）「ファルテックグループ行動規範」を制定し当社及び当社グループに所属する全員が法令・規則等
並びに社内規程の遵守を推進する。 

（６）反社会的勢力からの不当な介入や要求に対しては、関連する社内規程等に基づき、毅然として 
対応する。 

（７）当社業務の有効性・効率性及び法令遵守を確保するために内部監査部門による内部監査を実施し、
その結果は代表取締役社長に報告されるほか定期的に取締役会に報告される。 

（８）当社は財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効かつ適切な提出
のため、内部統制システムの構築を行い、その仕組みが有効かつ適正に機能することを継続的に 
評価し、必要な是正を行なう。 

 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 
情報資産管理規程等の当社諸規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体に記録

し保存する。取締役及び監査役は常時これらの文書を閲覧できるものとする。 
 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 
当社は、当社の業務執行に係るリスクについて、その内容に応じてリスク管理規程等関連する社内 

規程に基づき、リスク管理委員会並びに各部門で適切に対応する。大規模地震等の非常災害発生に備え、
対応組織の整備、情報連絡体制の構築、並びに定期的な防災訓練の実施等適切な対応体制を構築する。 
 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 
経営上の重要事項については、取締役会やＣＯＭその他の会議体において適宜審議決定する等、効率

的な業務運営を実施する。各取締役は、役員規程、職務権限規程に基づき指定された決定権限の範囲内
で、担当業務について決定し執行する。取締役は、３ヶ月に１回以上、職務の執行状況について取締役
会に報告する。また内部監査部門は、効率的な取締役の業務執行がなされるよう内部監査を実施し、そ
の結果を代表取締役社長に報告する。 
 

 



                 

 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 
使用人は代表取締役並びに業務を担当する取締役の指揮命令の下、ファルテックグループ行動規範並

びにコンプライアンス規程等社内規程に基づき職務の執行を行う。使用人の職務の執行は業務執行手続
や報告等を通して、取締役の監督を受ける。 
またコンプライアンス委員会を定期的に開催し法令遵守の徹底を図ると共に内部監査を実施しその結

果を代表取締役社長に報告する。 
更には監査部門及び外部弁護士を窓口とした内部通報体制を構築し、通報者の保護を図りつつ公正な 

職務の遂行を確保する体制を確立する。内部通報の情報についても定期的に取締役会に報告される。 
 
６．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 
当社は親会社と相互に経営の独立性を維持しながら企業グループを形成し、親会社と共にグローバル

な自動車業界でのプレゼンスを高めていく。親会社からの独立性の維持にあたり親会社と当社の利益 
相反に十分留意する。 

また当社及び当社子会社よりなる当社企業グループにおける業務が適正かつ効率的に行われるよう当
社は当社子会社に対し適切な管理監督、協議、指導助言が行われる体制を構築する。 
 

（１）当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制  
当社子会社管理規程により各子会社の承認事項、報告事項を定め、当社決裁権限者が承認、報告受

領する体制を構築する。当社各部門は子会社との連携を密接にし、子会社における重要な業務の進展
に関与する。  

（２）当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制  
当社は各子会社に対し経営に関する重要な計画を策定させると共に、各子会社から業績並びに業務

の進展状況に係る報告を定期的に受領し、定期的に当社取締役会に報告する。 各子会社はリスク管
理規程を制定の上リスク管理を実行し、リスク管理上重要な発生事実に関しては、発生後直ちに発生
事実報告を当社あて提出する体制とする。  

（３）当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  
当社各部門が子会社の重要な業務に関し本社会議体を活用した協議、指導助言を行うほか、当社子

会社管理規程並びに各子会社の職務権限規程により子会社取締役等の決裁権限を規定し、子会社の業
務遂行が効率的に行われる体制を構築する。  

（４）当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保するための 
体制  

ファルテックグループ行動規範をグループ各子会社に展開し、誓約書提出及び継続的な誓約書確
認によりコンプライアンス意識の維持、向上を図ると共に各子会社がコンプライアンス規程を制定
の上、法令並びに定款の遵守を図る。 
当社内部監査部門が子会社の内部監査も行うほか、当社内部通報窓口は子会社からの通報にも対

応する体制とする。 
 
７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 
 
当社監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合には、当社監査役と協議の上、必要

に応じて当社監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。 
 
８．監査役の職務を補助すべき使用人の当社取締役からの独立性に関する事項 
 
監査役を補助する使用人は、当社取締役から独立しており監査役の指揮命令にのみ服するものとする。 

 
９．監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
 
監査役の職務を補助する使用人の人事及び給与等の待遇を決定ないし変更するに際しては監査役会と

の事前協議を要するものとする。 
 
１０．監査役への報告に関する体制 

 
（１）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制  

取締役及び使用人は、監査役が報告すべきと定めた事項、会社に著しい損害を及ぼす可能性の 
ある事実のほか当社の業務執行上重要と判断される事項について監査役に報告する。また内部通報
窓口への通報についても監査役に報告する。 



                 

 

（２）子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をする 
ための体制  
当社の取締役及び使用人は、グループ会社各社における重大なリスクの発生及びファルテック 

グループ行動規範や法令等に対する違反を監査役に報告する。内部通報窓口に対するグループ各社
からの通報についても監査役に報告する。 

 
１１．監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない事を確保する 

ための体制 
 
当社は監査役への報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受けること

を禁止し、その旨を当社並びに当社グループの取締役及び使用人に周知徹底する。また内部通報を行っ
た者に対しても、通報者の不利益取扱いを禁止する。 
 
１２．監査役の職務の遂行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の遂行について 

生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 
 
当社は監査役又は監査役会が監査の実施のために、弁護士、公認会計士、その他の社外の専門家に対

して助言を求める、又は調査、鑑定、その他の事務を委託するなどのために所要の費用を請求するとき
は、当該請求に係る費用が監査役又は監査役会の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、
これを承認するものとする。 
 
１３．その他当社監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 
当社並びに子会社の取締役は、監査役の職務の執行のための必要な体制（監査環境）の整備に留意す

る。 
監査役は取締役会の他重要な会議に出席すると共に、当社が保存・管理する資料等を閲覧できるもの

とする。代表取締役と監査役とは、経営環境や重要課題等について相互に認識を高めるため定期的に会
合を持つこととする。 
監査役監査の有効性を確保するため、当社及び当社グループの内部監査を実行する当社監査部署は３

ヶ月に１回以上、監査役に対して監査報告を行う。監査役は、監査役監査基準に従い、当社及び当社子
会社の取締役の職務執行及び取締役会の意思決定の監査を通して、監査役監査の有効性を確保する。 
  
 

以   上 


